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Abstract: 
As a result of the referendum on June 23rd 2006, the UK has chosen to withdraw from 
the EU and procedures are in progress to meet the withdrawal requirements. 
Regardless of whether those procedures are completed within the deadline or not, 
Brexit will have a significant impact on the EU single market and on the free movement 
of “people”, “goods”, “money” and “services” therein. Brexit appears to have been chosen 
mostly as a solution to the problems concerning "people", namely immigration issues. If 
so, how will "accounting", which forms the foundation of free movement of “money 
(capital)”, be affected by Brexit? And how will the EU accounting system be transformed 
by this impact?  
This paper, which focuses on the altered EU accounting system as a result of Brexit, will 
illustrate that the change can be traced back to the introduction of “true and fair view” 
concerning the British participation in the European Communities in 1973, and to the 
notion of 'public interest', one of the requirements of IAS application, or can be 
attributed to, in short, the diversity of accounting framework, which arose in the 
reconciliation of Anglo-Saxon and European Continental accounting models . 
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[論 文] 
マネジメント・コントロールと会計情報システム 
中原 國尋 
 
要約 
組織階層の中で行われるマネジメント・コントロールに必要な情報は企業内で作成され、
管理者はその情報に基づいて意思決定する。マネジメント・コントロールの考え方について
は⻑い間にわたって研究が進められているが、情報システムに関するテクノロジーが変⾰
している中で、情報の作成方法が大きく変わっていくことが想定される。 
またマネジメント・コントロールは、内部統制の一部を構成するという理解もできるため、
マネジメント・コントロールに影響を与える組織文化と内部統制のフレームワークとの関
係を整理することで、企業が有する組織文化が、必要とされる情報やそれを生成する情報シ
ステムに影響を与えることを明らかにする。 
本稿では上記のような課題意識を踏まえて、マネジメント・コントロールの意義を再検討
するとともに、組織文化がマネジメント・コントロールに与える影響、必要な情報の内容に
応じた情報システムの企業内での取り扱いについて検討を進めたものである。 
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はじめに 
企業の事業活動は経営意思決定に基づくが、組織の意思決定に基づく事業活動が適切に
実行されているのかについては、組織の階層ごとにコントロールしていくことが必要であ
る。Anthony は、トップ・マネジメント、ミドル・マネジメント、ロワー・マネジメントの
三階層としたうえで、それぞれが戦略的計画、マネジメント・コントロール、オペレーショ
ナル・コントロール（タスク・コントロール）の役割を担うと整理した。 
その後、マネジメント・コントロールに関する多くの議論が展開されているが、変化が激
しく、グローバルに影響が及び、不確実性の高い現代の企業経営においても、普遍的である
この考え方を前提とした企業経営のコントロールは機能すると考えられる。トップ・マネジ
メントの戦略的計画により組織の方向性を決定し、ミドル・マネジメントは戦略的計画を実
現するために業務担当者が適切な業務活動を行えるようにマネジメント・コントロールす
るのである。マネジメント・コントロールは、ミドル・マネジメントが直感的に行うのでは
ない。意思決定を行うために必要な情報をどのよう設計し、適切なタイミングで入手するの
かが重要であり、それは企業における情報システムを用いた業務設計に依存することになる。 
本稿では、まず、伝統的に議論されているマネジメント・コントロールの考え方を改めて
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整理したうえで、マネジメント・コントロールを有効に機能させるために必要と考えられる
情報の取り扱いについて検討し、マネジメント・コントロールに必要な情報を提供する情報
システムの態様について検討していきたい。 
 
１．マネジメント・コントロール 
マネジメント・コントロールは「マネージャー（管理者）が、組織の目的達成のために資
源を効果的かつ能率的に取得し、使用することを確保するプロセス1」と定義される。その
目的は、投入された資源に対する成果を最も効果的に達成するために意思決定することに
あり、ミドル・マネジメントはトップ・マネジメントが策定する戦略的計画に従って業務執
行に関する意思決定を行い、ミドル・マネジメントの権限と責任に基づいた業務が遂行され
るべく、ロアー・マネジメントに業務指示が伝達される。 
  
  
計画策定の起点となる戦略は経営者が策定する。戦略に基づいた中⻑期計画から年度計
画へとブレイクダウンされた結果が年間予算として集計され、行動計画として明確化され
る。その年間予算の策定過程において各階層におけるマネジメントの意思は予算として表
現され、トップ・マネジメントからロワー・マネジメントに向けて伝達される企業の活動方
針にそって、現業部門で設定される達成すべき目標としての予算額が設定される。そして、
日々の業務活動の実績がデータとして各現業部門からトップ・マネジメントに業績データ
として伝達されていくのである。それら実績データは組織階層に応じた集約度で、対応する
予算額と比較される形で分析資料として提供される（図１参照）。その比較情報となる組織
                                                      
1 [Anthony, 1965：p.27]ただし、括弧内は筆者。([高橋, 1968：p.33])  
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[Bookholdt, 1998：p.32、p.38]Illustration 2-6 及び 2-11 を参考に、筆者作成 
 
図１ 予算統制情報の流れ 
3 
 
階層ごとの予算額が、予算実績管理を中心として企業活動をコントロールするための一つ
の指標（KPI）として機能することになる。 
さて、マネジメント・コントロールの単位は一般に、責任センターとして識別される。責
任センターは経営組織上の機能単位として設定される。通常の組織において、責任センター
は、部や課、係、チーム等の一つの責任単位で識別されることになる。その責任単位に課さ
れている責任について、例えばコストセンターであれば原価予算のみが割り当てられるこ
とによって明確になるし、収益センターであれば売上予算のみが割り当てられることによ
って、経営者が各々の責任センターに期待する役割を伝達する手段となりうる。 
ところで、マネジメント・コントロールの機能に影響を与える要素として、どのようなも
のがあるのだろうか。組織の状況を評価する際に、重要な要素として考えられるのは、企業
の統制環境2である。統制環境は「組織の気風を決定し、組織内のすべての者の統制に対す
る意識に影響を与えるとともに、他の基本的要素の基礎をなし、リスクの評価と対応、統制
活動、情報と伝達、モニタリング及びＩＴへの対応に影響を及ぼす基盤」と定義される3が、
それは主に、組織が持つ雰囲気を示しており、組織文化が統制環境に強い影響を与えるもの
であると説明できる。 
企業は責任センターの集合体として構成され、各責任センターを構成する従業員等が実
際に活動することによって業務が遂行される。業務活動には組織の雰囲気である統制環境
のありように影響を与えられるが、それに影響を与える組織文化と企業の意思決定の傾向
に関する特徴を整理するため、次のように整理することができる。すなわち、企業全体であ
る上位組織を構成する活動部分単位つまり事業部、部門、作業場などの場を下位単位として
とらえ、そうした組織階層それぞれに関わる文化を組織文化として捉える。組織文化は管理
会計と深いかかわりをもって展開されるもの[木島, 2006：pp.3-4]であり、次の 4 つに類型
化することができる[河合, 2006：pp.109-110]。 
① 業務処理型：安全性や効率を追求して、メンバー間や部門間の交流が少ない中で、手続
に従って定型業務を確実に処理する特徴がある。 
② 問題解決型：生産性の向上と職場の和を同時に実現することを目指し、メンバー個々人
                                                      
2 我が国において、企業の内部統制のフレームワークは「財務報告に係る内部統制の評価及
び監査の基準」のなかで 2006 年に整理されている。内部統制の目的は「業務の有効性及び
効率性」「財務報告の信頼性」「事業活動に関わる法令等の遵守」「資産の保全」であり、そ
れを支える基本的要素として「統制環境」「リスクの評価と対応」「統制活動」「情報と伝達」
「モニタリング」「IT への対応」がある。なお、米国における内部統制のフレームワークは、
トレッドウェイ委員会が「内部統制の統合的枠組み」として 1992 年に公表している（2013
年に改定）。 
COSO(2013）：Internal Control-Integrated Framework 
3 財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準、p3 
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が問題の解決に努めるが、戦略やシステムにより情報共有化が重視される特徴がある。 
③ 目標達成型：⻑期的な開発プランによって経営と組織のリフレッシュを目指し、高い業
績目標のもとで部門と個人の役割が明確にされ、目標達成のために情報の収集と解析、
解決策の遂行などがシステマティックになされる特徴がある。 
④ 課題成就型：メンバー同士が情報やアイデアを相互に積極的に活用しあいながら、新し
い可能性の追求を重視し、戦略、目標、構造あるいはシステムを環境に適応するように
ダイナミックに発展させる特徴がある。 
例えば業務処理型の組織文化が認められる場合、定型業務を中心にとらえたコントロー
ルが指向される一方で、課題成就型の組織文化が認められる場合には、さまざまに分析され
た結果としての情報を各階層のマネジメントが入手することでコントロール機能を発揮す
ることになる。 
また、統制環境として、コントロールを有効に機能させようという風土が組織に醸成され
ていなければ、仮に特定のミドル・マネジメントが有効なマネジメント・コントロールを実
現したいと奮闘しても、恐らくは実現することができないだろう。マネジメント・コントロ
ールを有効に機能させるためには、統制環境の状況が直接的に影響する。 
内部統制の基本的要素の一つである統制環境は、他の基本的要素にも影響を与える。企業
を取り巻くリスクの識別・評価と評価したリスクへの対応は、トップ・マネジメントたる経
営者のみが行うものではなく、一定の経営戦略に基づいて活動するミドル・マネジメントに
おいても、またミドル・マネジメントのコントロール下で業務を実施するロワー・マネジメ
ントにおいても、それぞれの権限と責任を果たすために直面するリスクを識別評価するこ
とによって、それぞれの活動の決定に関連付ける。組織内では予算に関する方針が組織階層
に沿って現業部門へ伝達された後、活動の結果としての実績情報が組織階層に従って現業
部門からトップ・マネジメントへと集約されていく情報の流れが円滑に行われることが、そ
れぞれの階層における各責任センターが適切な判断を行うために必要な要素となる。その
円滑な情報の流通を支援するのが情報技術であり、情報技術が適切に活用されることにつ
いても、組織のコントロールを有効に機能させるための重要な要素として整理されている
のである。 
このように、適切な統制環境のもとでリスクの評価結果を企業活動に反映することがで
き、情報の流通が円滑である状況の中で、定められた方針に従った事業活動（統制活動）が
行われ、その活動状況に対してモニタリングが行われることで有効なコントロールが実現
される。モニタリングは日常的モニタリングと独立的モニタリングに分けることができる。
独立的モニタリングは業務を遂行している主体から独立した、例えば内部監査機能によっ
て行われる。一方で日常的モニタリングは、業務を実施している部門のなかで、例えば責任
センターの⻑が当該責任センターの実施している活動を日常の業務としてモニタリングす
る活動を指す。つまり、マネジメント・コントロールは、日常的モニタリングを行うために
必要な情報に基づいて機能が発揮される側面が認められ、それはマネジメント・コントロー
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ルの単位である責任センターごとに実施される。 
 
 
２．マネジメント・コントロールのツールとなる情報 
マネジメント・コントロールを、トップ・マネジメントが策定した戦略的計画を実現する
ために、与えられた予算の枠内で最も効率的かつ効果的な成果を達成するための活動をコ
ントロールすることであると考え、日常的モニタリングが行われることによって有効に機
能するとするならば、その対象は企業活動となる。予算は、一定の期間ごと、そして責任セ
ンターごとに策定され、そのため責任センター単位の予算で表現される行動計画はコント
ロール目的として使用するには粒度が荒いケースが多い。一定期間の活動結果に対する会
計情報が実績データとして予算と比較分析され、マネジメントが意思決定するための情報
として活用されることにはなるが、不確実性が高い社会において、ミドル・マネジメントが
情報を入手することができるタイミングに一定程度の期間を要することは、迅速な意思決
定の妨げになると考えられることからも、マネジメント・コントロールに必要な情報は管理
会計情報から拡張していくのは必然である。 
Anthony はロワー・マネジメントがオペレーショナル・コントロールを担うと整理し、オ
ペレーショナル・コントロールの対象は課業であり、そのコントロールを行うためには管理
会計情報よりも直接的な物量情報が用いられるとした。マネジメント・コントロールを機能
させるために使用される管理会計情報が非会計情報へと拡張していくことは、管理対象が
オペレーションレベルに落とされているとも考えられないだろうか。マネジメント・コント
ロールを機能させるために入手すべき情報が、日常的モニタリングにより入手すべき情報
であるとするならば、日常的モニタリングにおいて何をモニタリングするのか、ということ
を整理する必要がある。オペレーショナル・コントロールの対象が個々の業務活動であるな
らば、その業務活動の結果として収集されるデータを加工した情報を利用して行われる日
常的モニタリングは、個々の活動そのものをコントロールすることを目的とはしておらず、
ある程度集約された活動結果をモニタリングすることを目的とすることになる。例えば、継
続的に取引が行われている取引先との間での与信状況に対するコントロールは、日々継続
的に発生する状況をモニタリングすることによって実行されるが、業務上のリスクを評価
し、そのリスクへの対応を図るためのコントロールであることから、単純にオペレーション
を管理するためのコントロールではなく、マネジメント・コントロールとして位置付けるこ
とができる。 
このように、歴史的にマネジメント・コントロールを行うために必要な情報は、予算実績
管理情報を中心に議論されてきたのであるが、昨今では会計情報だけではなく非会計情報
を含めてパッケージ化した情報を扱うべきとする傾向が強くなっている。例えば Malmi and 
Brown は、マネジメント・コントロールを従来型の管理会計情報を用いたコントロールだ
けではなく、非会計情報を用いたコントロールを合わせたパッケージとして扱うべきであ
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るとしており[Malmi and Brown, 2008：p.291]、マネジメント・コントロールを「計画
（planning）」「サイバネティック（cybernetic）」「報酬と報奨（reward and compensation）」
「管理（administration）」「文化（culture）」という 5 つのタイプのコントロールに類型化し
ている4。ここでも、管理体制やコントロールの状況に統制環境が与える影響は大きいと考
えられている。また、マネジメント・コントロールの類型として「管理」を挙げている。こ
こでの管理は組織デザインや組織構造、ガバナンスの構造、方針と手続で構成されるもので
あり、個々人の組織化と行動に対するモニタリング、及びタスクや行動が説明される方法を
通じて従業員を導くものとしている。Malmi らのパッケージされたマネジメント・コント
ロールの概念は、従来のマネジメント・コントロールの概念を拡大するものであるが、従業
員のタスクに影響を与えるものもマネジメント・コントロールに含めていることは、マネジ
メント・コントロールの対象が経営意思決定に近い領域に広がるとともに、オペレーショナ
ル・コントロール側にも拡大していることを示しているといえる。それは情報技術の発展に
伴い、企業における情報システムで管理可能な情報の範囲が拡大していることと無関係で
はない。情報の可用性や適時性が確保されていれば、ミドル・マネジメントによるマネジメ
ント・コントロールを実施可能な範囲の拡大が図られるのは当然である。ミドル・マネジメ
ントの情報入手のためのコストが抑えられ、入手可能な情報の範囲が広くなることによっ
て、マネジメント・コントロールの精度は向上し、トップ・マネジメントは戦略的計画の策
定により多くの資源を投下することが可能になる。 
このように、マネジメント・コントロールで用いられる情報が、従来の予算実績分析を中
心とした管理会計情報から拡大していく中で活用されている情報として、ABC（Activity-
Based Costing）/ABM（Activity-Based Management）や原価企画、BSC5などがあげられる。
しかし、原価企画に関する情報は科学的に算定された標準原価としての位置づけしかなく、
実績データが無ければ意味をなさない。一方で BSC については、確かに定性情報を含めて
マネジメント・コントロールに有用な情報を提供するものであるが、一定のタイミングで
BSC 情報を生成し状況を捕捉するために用いられる側面が強い。 
活動データに基づくモニタリング機能は、ABM6という考え方で整理される。ABM は、
ABC 情報を利用してプロセスを管理する方法である。業務プロセスは活動により構成され、
その活動の集合が企業体を組織づくっている。日常的モニタリングにおけるミドル・マネジ
メントのコントロールの対象は、結果としての予算実績差額に関する情報のみならず、日々
                                                      
4 [櫻井, 2014：pp.20-22]に詳しい。 
5 Balanced Score Card（バランストスコアカード）。財務の視点、顧客の視点、業務プロセ
スの視点、学習と成⻑の視点の 4 つの視点で組織を分析し、業績評価に役立たせるための
仕組みである。 
6 [Kaplan and Cooper, 1998：pp.4-5]によれば、ABM は業務的 ABM と戦略的 ABM とに
分けて考えられるとしている。 
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の活動に基づく情報も含まれているというのが、ごく自然な考えではないかと思う。その活
動に関する情報は、必ずしも管理会計情報とは限らない。活動に対して一定の金額が割り当
てられるような整理がなされているのであれば、活動に関する情報も原価情報として作成
されることになると思われるが、実際には、消費した時間や物量等のデータを用いて活動の
実績値を捉えることも充分に想定されるところである。 
ここまで見てきたように、マネジメント・コントロールに必要とされる情報は、マネジメ
ント・コントロールを実施する目的や経営者によって異なる。マネジメント・コントロール
の目的は、企業活動や企業規模、組織の複雑性、取引の複雑性に応じて異なってくる。また、
経営者の考え方も統制環境の一部を構成する要素であり、組織文化の一部を構成する重要
な要素であることから、組織文化に与えられる影響も大きい。非会計情報の割合も大きくな
っていることには違いないが、それでも継続的に捕捉し続けるべきデータは会計の周辺に
存在するデータが多く、活動に関するデータであることも多い。それ以外の非会計情報は、
定性的に捕捉する場合もあるし、特定の時点で入手することもある。また継続的に管理され
ている活動データ等から二次的に生成されるものもある。このようにマネジメント・コント
ロールに必要とされる情報は、継続的に記録されていくことにより生成されるものと、ある
一定時点での状況を補足することによって得られるものと二つに分けて考えることができ
る。 
 
 
３．経営情報と情報システム 
経営者は情報に基づいて意思決定するが、その情報は一般に情報システムによって管理
されている。企業活動の結果を捉えるという意味では、会計に関する部分が情報システム化
されることによって大量処理が可能になり、情報技術が進化するに伴って会計情報の生成
方法や活用方法が広がってきた。 
組織によってマネジメント・コントロールの目的が異なることは、そのために必要な情報
を管理している情報システムの在り方にも影響を及ぼすと考えられる。会計を中心とした
情報システムの構成は、独立型、準統合型、統合型という三つに類型化することができる[今
井, 1991：p.18]が、ここでは組織文化の特徴に応じて必要と考えられる情報のパターンと情
報システムの類型を検討する。検討の前提として、もう少し、マネジメント・コントロール
で使用する情報について整理する。例えば、規模が小さい組織と大きな組織との間で比較す
ると、小さい組織においは、比較的業務が複雑ではなく、ミドル・マネジメントがコントロ
ール対象の業務を直感的にある程度把握することが可能であると考えられるため、マネジ
メント・コントロールのための情報が当該組織の特性を十分に配慮した独自性の高い情報
である必要性は、多くの場合おそらく認められない。一方で、組織規模が大きい場合におけ
るマネジメント・コントロールのための情報は、マネジメント・コントロールすべき責任セ
ンターの規模も相対的に大きくなり、業務の多様性や複雑性が高くなることが想定される
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ため、企業を取り巻く状況など
も十分に考慮した相対的にオリ
ジナリティの高い情報が必要に
なる可能性が高い。それらの関
係を示すと図２のようになる。 
このように整理すると、組織
規模によって、あるいは複雑性
によって、マネジメント・コント
ロールのために必要な情報の固
有度のレベルが変わる。固有度
が低い情報で足りる場合には、
パッケージソフトウェアがあら
かじめ有しているような、汎用
的な管理情報で足りる範囲が広
く、一方で高い固有度が必要な
場合には、独自の分析方法等に
基づいた情報の生成を組織ごと
に検討する必要性が高くなるのである。 
このような考え方に基づいた場合、組織文化の類型ごとにどのような違いが生じるのか
について、個別に検討していく。 
「業務処理型」文化の特徴をもつ企業は AIS（Accounting Information System：会計情報
システム）のマネジメント対応を重視せず、AIS のレポーティング機能の向上又は取引処理
能率の改善を構築目標に置くにとどまり、AIS は業績報告書の算出を基本機能とする総勘定
元帳（G/L）を中心とする[河合, 2006：p.112]。「業務処理型」はイノベーションを重視せ
ず、主に定型業務の効率化を図ることを指向している組織であり、定型情報を適時に入手す
ることができれば、目的は達成できる。このような情報ニーズは、管理単位である責任セン
ターが小さく、複雑性も高くない場合に多いと考えられる。 
「問題解決型」文化あるいは「目標達成型」文化の特徴を持つ企業は AIS のマネジメン
ト・コントロール対応の向上を目的とする傾向にあり、AIS の統合化が進められる。「問題
解決型」の文化のもとでは、購買在庫・生産・販売等の機能別業務管理システムと G/L シ
ステムとの統合化という、MIS（Management Information System：経営情報システム）を
指向した最も基本的な統合化にとどまる[河合, 2006：p.112]。複雑性が増してくると既定の
情報だけではニーズを満たすことが難しくなるため、G/L からの情報のみではなく、周辺
の情報を加味した情報の作成が求められるようになる。文化特性が「目標達成型」の色彩を
強めるようになると、意思決定のための客観的データの活用がより重視されることになり、
定型的会計情報以外の分析的情報を算出可能にする DSS（Decision Support System：意思
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決定支援システム）との統合化を推進する。G/L システムをコアとする MIS 指向統合の AIS
が DSS との連携を強固にすると、OLTP（Online Transaction Processing：オンライン取引
処理）と OLAP（Online Analytical Processing：オンライン分析処理）との統合化の基盤が
整う[河合, 2006：p.113]。さらに目標達成のための情報を入手するためには、あらかじめセ
ットアップされた情報だけではニーズを満たせなくなることが生じるため、分析的な情報
を作成できるようなデータの入手に対するニーズが高まってくると考えられる。統合化が
進むと、オンライン・リアルタイムでの処理の意向が強くなるため、OLTP や OLAP へと
向かうことになる。 
最後に、「課題成就型」という⾰新的な文化特性をもつ企業は、AIS のプロセス効率向上
を図って、AIS と基幹業務システムとの一体化によるフロント業務支援やオープンシステム
化を推進する統合化を目指す。この最も近代的な統合化は ERP 概念に基づく情報化の推進
に通じる可能性が高い。ERP は技術的には G/L システム、MIS 指向統合及び DSS 指向統
合のすべてを内包する[河合, 2006：p.113]。情報を高度に使用したマネジメント・コントロ
ールが実現されることになるため、意思決定のための情報は、企業活動の結果がリアルタイ
ムに蓄積されている ERP に対して BI ツール等を用い、情報のユーザーがインタラクティ
ブな情報入手を求める傾向が強くなる。つまり、企業環境の変化などもとらえながら、ユー
ザーが情報を利用するタイミングで試行錯誤によりマネジメント・コントロールのための
情報を入手する余地が増加していくのである。 
以上のように、組織文化に応じてマネジメント・コントロールに求められる目的が変わり、
目的が変われば必要とする情報が変わることになるため、必要とする情報システムの規模
や類型に影響を及ぼす。単純なアウトプット、特に求められる情報が会計情報に限定された
定型情報である場合には、機能ごとに構成された独立型の情報システムで足りることも多
い。一方で、会計情報に限らず、広く企業において生成されたデータを用いて情報を生成す
ることが求められる場合には、ERP に代表される統合型の情報システムが指向されること
になる。このように両者の場合では、情報システムに求められる機能も、スペックも全く異
なるものになる。 
 
 
おわりに 
マネジメント・コントロールを行うためには、その判断の基礎となる情報は不可欠である
が、組織の持つ特性によって必要なマネジメント・コントロールに影響が及ぶことについて
改めて整理した。組織文化と統制環境とは密接に関連を有しており、マネジメント・コント
ロールに与える影響は大きいが、それだけではなく、組織の規模や複雑性に応じて企業内で
作成する情報の生成が既定のフォーマットで足りるのかについて検討を進めた。 
高度な意思決定を要求する組織であるほど、柔軟かつ適時の判断が要求されることから、
インタラクティブな情報交換など、情報システム側での対応が必要になることを明確にした。 
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本来的に情報システムはツールであり、情報システムの高度化を図ることを目的化する
ことは本末転倒である。必要な情報を作成するためのツールである情報システムが発展し、
企業活動の中で取得されるデータ量が今後飛躍的に増大することを想定すると、マネジメ
ント・コントロールの対象が一層拡大することは合理的に推定できる。企業が意思決定を行
うために必要なデータの収集と、その機能要件を満たすための情報システムを活用した意
思決定情報の作成は変遷を重ねていくことになるだろう。 
本稿では、マネジメント・コントロールに必要な情報として非会計情報の割合が大きくな
っているとしているが、非会計情報の取得をどのように情報システムから行うのかについ
ては、明確な議論をしていない。またマネジメント・コントロールの拡大が及ぼす影響につ
いては検討対象外としている。企業の主要な情報システムである AIS と非会計情報を管理
する情報システムとがどのように連携し、必要な情報の作成支援をしていけるのか等につ
いても、今後検討を重ねるべき課題である。 
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Management Control and Accounting Information Systems 
 
Kunihiro Nakahara 
 
Abstract 
A manager makes a decision based on information that is made for management control in 
company organization. Although the study of management control has processed for a long 
time, the process of making information is expected to change greatly due to innovation of 
information technology. 
As we consider management control is a part of internal control, we recognized relation of 
between organization culture and internal control for influenced management control. We 
reveal that the organizational culture impact on the information that needed and the 
information system that generates it.  
In this article we reconsider the significance of management control. In addition, we examine 
the effect of management control on organization culture and the use of information systems 
within enterprises according to necessary information. 
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Management control, Organizational culture, Responsibility center, Information system, 
Internal control  
162
10 
 
高度な意思決定を要求する組織であるほど、柔軟かつ適時の判断が要求されることから、
インタラクティブな情報交換など、情報システム側での対応が必要になることを明確にした。 
本来的に情報システムはツールであり、情報システムの高度化を図ることを目的化する
ことは本末転倒である。必要な情報を作成するためのツールである情報システムが発展し、
企業活動の中で取得されるデータ量が今後飛躍的に増大することを想定すると、マネジメ
ント・コントロールの対象が一層拡大することは合理的に推定できる。企業が意思決定を行
うために必要なデータの収集と、その機能要件を満たすための情報システムを活用した意
思決定情報の作成は変遷を重ねていくことになるだろう。 
本稿では、マネジメント・コントロールに必要な情報として非会計情報の割合が大きくな
っているとしているが、非会計情報の取得をどのように情報システムから行うのかについ
ては、明確な議論をしていない。またマネジメント・コントロールの拡大が及ぼす影響につ
いては検討対象外としている。企業の主要な情報システムである AIS と非会計情報を管理
する情報システムとがどのように連携し、必要な情報の作成支援をしていけるのか等につ
いても、今後検討を重ねるべき課題である。 
 
 
 
参考文献 
Anthony, R. N.（1965）：Planning and Control Systems -A FRAMEWORK FOR ANARYSIS-, 
Harvard University Press. (高橋吉之助 (1968)：『経営管理システムの基礎』ダイヤモンド
社） 
Bookholdt, J. L.（1998）：Accounting Information Systems: Transactions Processing and 
Controls, Irwin. 
Kaplan, R. S., Robin Cooper（1998）：Cost ＆ Effect, Harvard Business School Press. （櫻
井通晴訳（1998）：『コスト戦略と業績管理の統合システム』ダイヤモンド社。） 
Malmi, T., David A. Brown （ 2008 ）： Management control systems as a package – 
Opportunities, challenges and research directions, Management Accounting Research, 19. 
今井二郎（1991）「コンピュータ会計の展開と先行会計情報Ⅰ」『JICPA ジャーナル』No.428 
河合久（2006）「会計情報システムと組織特性との整合性」『組織文化と会計情報システム』
中央大学出版部 
木島淑孝（2006）「文化と組織と会計」『組織文化と会計情報システム』中央大学出版部 
櫻井通晴（2014）「現代の管理会計はいかなる体系が用いられるべきか？−マネジメント・
コントロール・システムを中心に−」『専修経営学論集』No.99 
企業会計審議会（2011）「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」 
 
中央大学大学院国際会計研究科特任教授 
11 
 
Management Control and Accounting Information Systems 
 
Kunihiro Nakahara 
 
Abstract 
A manager makes a decision based on information that is made for management control in 
company organization. Although the study of management control has processed for a long 
time, the process of making information is expected to change greatly due to innovation of 
information technology. 
As we consider management control is a part of internal control, we recognized relation of 
between organization culture and internal control for influenced management control. We 
reveal that the organizational culture impact on the information that needed and the 
information system that generates it.  
In this article we reconsider the significance of management control. In addition, we examine 
the effect of management control on organization culture and the use of information systems 
within enterprises according to necessary information. 
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